

















　ラオスは、1949 年 7 月 19 日フランス植民地より独立、その後内戦、インドシナ戦争などの






















　ラオスは、国土面積 236,800 平方キロメートル、人口約 651 万人（2012 年）1) 、北緯 14 度か




　国土の 4 分の 3 は、山岳部または高原であり、特に北部および南部の山岳地帯は社会基盤整
備が遅れている地域となっている。平野部は、ビエンチャン平野、サワナケット平野、チャン
パサック平野の 3 つの平野を中心として、ラオスの穀倉地帯を形成している（西澤 2003）。気
候は熱帯気候に属しており、気温は、北部と南部、山岳地帯と平野部とで異なるが、概ね 26
















　　　　       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

































1975 年に始まる社会主義化がさらにラオス経済の発展を阻害したことの 2 点が挙げられてい








も大きかったため、1975 年〜 79 年の間ラオスの経済は深刻な低迷を続けることとなった。
　一方、他の産業部門においても国有化政策と集団化が進められていった。そのため、1975
年〜77 年の間に、約 10 万人のラオス人が国外へ亡命し、ラオスは、多くの知識人や技術者を
失うこととなった。当時のラオスの産業別国民総生産の割合は、農業が 85% を占めており（ヴ
ォーラペット 2010）、基幹産業である農業生産の停滞は、そのままラオスの国民総生産の停滞







出所：国連、Trends in International distribution of Gross World Product, New York, 1993ヴォーラペット・カム、
2010、『現代ラオスの政治と経済 1975-2006』、「第 2 章マルクス主義の協議の勝利と初期の幻想」、p73





助の獲得と活用、教育の向上を柱とするラオス初の経済開発５カ年計画（1981 年〜 1985 年）
が策定された。しかし、生産面、鉱工業部門の発展はみられず、国民総生産の約 5% にすぎず、
1984 年の一人当たり国民総生産は 98 米ドルにすぎなかった。財政は慢性的な赤字が続き、輸
出は輸入の３分の１と経常収支も赤字が続き、対外債務も膨らむこととなり、1975 年〜 86 年



















出所：国立統計センター、10 years of social-economic development in the LPDR,1985、 ヴォーラペット・カム、












　表 2.3、2.4 は、それぞれ 1985 年〜94 年、1997 年〜2004 年までの産業別国内総生産の推移
を表している。
 
出所 : Source: ADB, Key Indicators of Developing Asian and Pacific Countries 1999- 2013 より筆者作成
注：産業分類は、表 3.1 に示す名称に準じて示した。
表 2.3 ラオスの産業別国内総生産の推移 1985 年～ 1994 年
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っていったと考えられる。なぜなら、ラオスの人口は 1986 年当時、約 378 万人、一人当たり




5)　The World Bank, Indicators, GNI per capita, Atlas method(current US$), Population
　http://data.worldbank.org/indicator/NY.GNP.CAP.CD?page=5  （2014年 7月 20日）
出所 : ADB, Key Indicators of Developing Asian and Pacific Countries 1999- 2013 より筆者作成
注：産業分類は、表 3.1 に示す名称に準じて示した。










































非営利組織もサービスに分類されている。1999 年の産業別 GDP の割合は、農業 52%、工業
22%、サービス 25%（西澤 2003）であったが、2011 年には、表 3.2 に示す通り、その割合は
農業 28.9%、工業 32.4%、サービス 38.7% と大きく変化している。また、ラオスの産業別就業




6)　Calculations based on Population Censuses 2005 and NSEDP Ⅵ (2006-2010), Ministry of Planning and 
  Investment, 2011, ”the Seventh Five-Year National Socio-Economic Development Plan (2011-2015)”, 




出所：Lao PDR Statistical Yearbook 2012, Gross Domestic products, p28 より筆者作成





























1995 2000 2005 2010 2011 2012
農業 工業 サービス業 合計
出所；ADB, Key Indicators of Developing Countries より筆者作成




















出所：Statistical Yearbook 2012,p41, Lao Statistics Bureau より筆者作成












業 GDP 成長率平均 3.5%、GDP シェア 23% を 2015 年までに達成することを目標としている。
米作に関しては、生産量を 2015 年までに 420 万トン、耕作面積を 100.4 万 ha に拡大すること
としている。表 3.5、3.6 は、ラオス国家統計局が発表している米作の耕作地面積および生産高
である。2011 年、2012 年の米の生産高、耕作面積の拡大状況は計画に沿って順調に拡大して
おり、ラオス第 7 次国家社会経済開発 5 ヶ年計画中間レビューにおいても過去 2 年半を振り返
り、2015 年までの目標の達成が可能であるとの見通しを述べている。しかし、その後発表さ
れた 2013 年の統計データ表 3.7 を見てみると、微増にとどまっている。詳細は不明であるが、
2009 年がそうであったように、自然災害、台風や大雨にともなう河川の増水による洪水被害は、
米の生産に直接影響を与える可能性があり、2013 年も 9 月から 10 月にかけて南部の水田地帯
では洪水被害が出ており脆弱性は依然大きいと考えられる。
 
7)　The 7th Five-year National Socio-Economic Development Plan (2011-2015)
出所：Statistical Yearbook 2012,p41, Lao Statistics Bureau より筆者作成













Socio-Economic Development Plan (2011-2015) Mid-Term Review より筆者作成
Five-Year Socio-Economic Development Plan (2011-2015), The 7th National Five-Year 
出所 : Statistical Yearbook 2012, p41, Laos Statistics Bureau, The 7th National 
表 3.6　2011 年 -2012 年の米作耕作地面積と米生産量
Socio-Economic Development Plan (2011-2015) Mid-Term Review より筆者作成
Five-Year Socio-Economic Development Plan (2011-2015), The 7th National Five-Year 
出所 : Statistical Yearbook 2013, p49-51, Laos Statistics Bureau, The 7th National 
表 3.7　2012 年 -2013 年の米作耕作地面積と米生産量
Socio-Economic Development Plan (2011-2015) Mid-Term Review より筆者作成
Five-Year Socio-Economic Development Plan (2011-2015), The 7th National Five-Year 
出所 : Statistical Yearbook 2012, p41, Laos Statistics Bureau, The 7th National
表 3.5　2010 年 -2011 年の米作耕作地面積と米生産量
ラオスの??????の??と??
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　第 7 次 5 カ年計画中間評価によると、2006 年から 2010 年までの鉱工業生産は、総額





　一方、電力は、2006 年から 2010 年の平均電力産出量は約 21% 増え、GDP の 3.1% を占める
までに増加している。これは、第 6 次 5 カ年計画における産出量の 97% に達したことになる。
2005 年以来 5 か所のダム建設が完了し、 1 メガワット 9) 以上の産出力をもつダムが国内に 14 か
所、さらにそれ以下のダムを含めると 29 か所のダムが存在し、ラオス経済を支えている。第




8)　 2006年〜 2010年の対米ドル換算レート : 1米ドル =9,056KIP












鉱工業 製造業 電気、ガス、水 建設
出所；ADB, Key Indicators of Developing Countries1999-2013 より筆者作成

























おり、例えば 2013/14 年度第 1 四半期の歳入欠陥が悪化、さらに第 2 四半期においても改善が
なされなかったとの発表が投資促進庁から行われている (JICA2014)。また、予算執行におい
て第 1 四半期の 2014 年 1 月に政府からの予算削減が各省庁より指示され、一部の道路整備事
出所：ラオス投資奨励局（IPD) 内部資料、鈴木基義、2009、『ラオス経済の基礎知識』、「第 3 章対ラオ
ス外国直接投資」、めこん、23 頁より筆者作成
















については、道路網の拡充が急速に行われており、2006 年から 2009 年の間に 33,800km から
39,568km と 17% 延長され 10)、また、近隣国とを結ぶ国道が東西に延長され、メコン川をタイと





































































出所：2012 Statistical Report on Tourism in Laos, Tourism Development Department, 
Tourism Research Division. より筆者作成










貿易 運輸通信 金融 公的サービス その他
出所；ADB, Key Indicators of Developing Countries1999-2013 より筆者作成




一途である。ラオス政府は、2011 年に旧ラオス政府観光庁 (Laos National Tourism Authority)
をラオス情報文化省 (Ministry of Information, Culture and Tourism) に格上げした。そして
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Lao Economy and Industrial Structure-Current 
Situation and subjects
    Lao PDR is located in center of Indochina, and it is categorized 
as a Least Development Country (LDC) by UNDP. Lao Government 
aims to escape from LDC by 2020 so that a lot of kinds of plan 
supported by international organizations. 
     Lao PDR was independent from French colony in 1949, and then 
after 26 years conflicts, finally it was built present nation in 1975. 
Lao politics and economy was unstable for About 10 years  because 
of the failure of government policies based on socialism economy. 
In 1980’s predecessors as socialism economic countries as China, 
Soviet and Vietnam turned to introduce market economy, also Lao 
government turn into the New Economic System which means 
introduction of market economy with a slogan of “Chintanaka Mai” 
as new thinking in 1986. 
     Lao government implemented reforms politically, economically 
and socially. Thanks this new economic system, Laos open their 
economy to the market economy and accept supports from overseas. 
In addition Lao economy achieved stable economic growth in 
1990s to 2000s. Especially investment from overseas boosts 
mining and energy and it also promote construction industry with 
infrastructure. Investment from overseas also brought financial 
industry. 
    Lao economy has been grew under stable politics and living of 
standards was improved, however development gap between urban 
and rural is widen. Education and primary healthcare are not 
enough in rural area. Laos has still subject to solve for escape from 
LDC. 
    In this paper, it aims to look at the current Lao economy through 
from failure of socialism economy in 1975 and introduction of new 
economic system to present prosperity. In addition to pick up the 
subject for next study. 
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